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ルール炭鉱業における労資関係の展開（皿）
一ドイツ革命の史的前提一
野　村　正　實
?
次
1．ヘル・イム・ハウぜ的労資関係の端緒的解体一1889年ストライキー
1．1889年中トライギの経過
　2．1889年ストライキの直接的影響
　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、第9巻第2号）
　3．1889年ストライキ後の労資関係
ff．ヘル。イム・ハウゼ的労資関係の本格的解体一1905年ストライキー
　1．1905年目トライキの経過
　2．1905年ストライキの直接的影響
　　a．労働者委員会の立法的一強制的設置
　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、第9巻第3号）
　　b．「係員組合」の結成
　　　α．労務管理における係員の位置
　　　β．「炭鉱技術職員協会連合ゴ
　　　γ．「係員組合」の性格と活動
　　c．資本家
　　　α．「ルール炭鉱連盟」の結成と労働市場
　　　β．黄色組合の育成
　　　γ．資本家の労働組合観
　　　　　　　　　　　　（以上、本号）
　　　　　　　　　　　　（以下、次号）
　3．労働者委員会の構造と機能
　4．1912年「三角同盟」ストライキ
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　　b．「係員組合」の結成
　1905年のストライキが労働者に与えた影響は、鉱夫組合の組合員数の増大と
なって現われた（前出第5表参照）。組合指導部の方針（ストライ‘キ阻止→ス
トライキ局地化→ストライキ早期収拾）に対する不満が強かったとはいえ、ス
トライキは、さしあたって組合を強化しなければならないという意識を鉱夫に
もたらしたのである。
　きらに、「キリスト教鉱夫組合」は、1905年6月の第10回大会において、一
連の組織改革をおこなった。大会は、組合に対するキリスト教聖職者の影響力
確保の手段であった名誉組合員・名誉評議会制度を廃止した。また、支部会議
による支部長選出（従来は中来幹事会による任命）、ルール地方をはじめ各地
方指導部に専従の地方書記の配置を決定した。きらに、反社会民主主義を謳っ
た条項を廃止し、新たに「政治生活における運動の自由」を規定した。以上の
組織改革によって、「キリスト教鉱夫組合」は、内実はともかくとして、形式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）的には、労働者の自主的団体たることを宣したのである。
　しかし、鉱夫組合の量的増大・「キリスト教鉱夫組合」の組織改革よりもは
るかに重要な出来事は、1907年の「係員組合」（SteigerニVerband）の結成であ
った。「係員組合」結成の意義を理解するためには、まずはじめに、労働力統
轄機構における係員（Steiger）の位置を確定しなければならない。
　　α．　労務管理における係員の位置
　1850年代の「自由主義的」改革後に形成きれた労務管理機構は、概括的に図
示するならば、第1図の如くである。図から容易に分かるように、係員・補助
（1）ここで、「内実はともかくとして」と表現した理由は、その後「キリスト教鉱夫組
　合」は、1910年のクナップシャフト長老選挙に際して、「旧組合」と闘うために資本
　家と共同したり（その経過については、Die　KnaPPschafts　・＝VVahlkdmPfe　und
　deren　Ergebnisse　in　Rheinland　t＝＝　Westfalen　und　in　Niederschlesien　im　Jahre
　1910，　Herausgegeben　vom　Vorstand　des　Verbandes　der　Bergarbeiter　Deutsch．
　1ands，　Bochum　191Q．を見よ）、さらに、後に述べるように、1912年ストライキにお
　いては、公然たるスト破りをおこなつtこからである。
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大炭鉱の労務管理機構（第1図）
　　　　　　　　　炭鉱長（Betriebsdirektor）1
副炭鍼（・・t…b・…p・k…）i
坑外技師長
（Betriebsfahrer　itber　Tage）
坑内技師長
（Betriebsftthrer　unter　’T’age）
鉱夫の採用解雇
請負賃金率の最：終決定
鉱業警察条例実施責任
主席殿（・bers…g・・）1
機械係長
（Maschinenfahrsteiger）1
t
1　esft　（Fahrsteiger）
??
??????
lW係員（Masch・・…t・・g・・）1
3乃至4の区域を統轄
区域願（・・v・ers…ger）1
機械補助係員
（Maschinenhilfssteger）1
1坑外夫（…g・・b・・t…b・・T・g・）1
現場の100人～150人の鉱夫
の直接統轄責任者
補助係員（Hilfssteiger）
準係員（Fahrhauer）
坑内夫
（Bergarbeiter　unter　Tage）
出典＝H．Nicklish（Hrsg），　Handw6rterbuch　der　Betriebswirtschaft，　Bd．1，
　　　Stuttgart　lg26，　S．727・735．から作成
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係員・準係員という下級職員は、現場の労働
者を直接指揮監督する責任者であった。ま
た、第11表が示すように、下級職員は、職員
の数的申核をなしていた。しかし、同じく下
級職員と言っても、係員・補助係員と準係
員との間には、身分上の差異があった。係員
・補助係員は、職員の養成機関である鉱山学
校（Bergschule）の教育をうけていた。しか
し、準係員は、そうした教育をうけていなか
った（第12表参照）。ここに、係員の組織で
ある「炭鉱技術職員協会」「係員組合」が、
ドルトムント上級鉱山監督局区に
おける現業職員数　　（第11表〉
lliS50年11893年ligO7ff
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ドルトムント上級鉱山監督局区における現業職員の専門教育の有無（1907年）
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註（1）前掲第11表との数字の食い違いは、56人の職員の教育の有無が不明であるこ
　　とに起因レている。
出典．W．　Viebig，　Festschrift　zur　Feier　des　25一］’a”hrigen　Bestehens　des
　　　Verbandes…J・・，　S．　31．
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準係員をその組織範囲から除いていた根拠がある。
　下級職員は、現場で鉱夫を直接に指揮監督する任務をもっていた。しかし、
下級職員と鉱夫との関係は、1889年ストライキや1905年ストライキの原因¢）一
つとして下級職員の横暴が指摘されていたように、きわめて険悪であった。こ
こで注意しなければならないのは、下級職員と鉱夫との間には、世代聞的に
も、世代内的にも、流動性が存在していたことである。補助係員・係員・技師
長になるためには鉱山学校を卒業しなければならないが、鉱山学校の生徒の出
自を見ると、大半は鉱夫の家庭の出身者であり、世代閲的流動性は大きかった
（第13表参照）。また、鉱山学校に入学するためには、少なくとも数年間、鉱夫
　　　ルール地方の鉱山学校の学生についての身上調査（1907年項）　（第13表）
出　　　身　　　家　　　庭
鉱山学校名 鉱蝋単二剥鋤嚥関係 兵役済 既婚者 平均年令
Bochum
dssen
14％
P8
72％
U4
14％
P8
62％
U7
48％
T0
26才
Q6
出典．W．　Viebig，　Festschrift　2ur　Feier　des　25・ブ拗7ゴ8θηBestehens　des
　　Verbandes・・・…　，　S．　33．
　　　　　　　　　　　　（2）として働くことが必要であり、世代内的にも、流動性は大きかった。したがっ
て、下級職員と鉱夫との険悪な関係は、両者が階層的に固定していたが故にで
はなく、固定していなかったにもかかわらず生じたのである。両者の険悪な関
係は、（1）坑内夫の賃銀形態、②下級職員のプレミアム制度の2点に起因してい
たと考えられる。
　（1）坑内夫の賃銀形態。ほとんどの坑内夫は、請負賃銀（Gedinge）で働いて
いた。請負賃銀率は、それぞれの切羽の状態によって異なっており、1ケ月ご
とに、係員と切羽坑夫組長との問で協定された。協定といっても、事実上、係
員による一方的決定であった。なぜならば、もし両者の間で合意が成立しない’
（2）　Entwicleelung，　Bd．　12，　S．　244ff．
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場合、「18頭年改正共通就業規則」は、「鉱夫は、その地方で一般的な日雇労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）賃銀（ortsUblicher　Tagelohn）を請求しうる」と規定し、また、「1905年改正
共通就業規則」は、「鉱夫は、同じ階層の鉱夫が先月に得た一日平均純収入の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）％を、しかし少なくとも、その地方で一般的な日雇労働者賃銀を請求しうる」
と規定していた。しかし、「その地方で一般的な日雇労働者賃銀」は、通常、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
一・?ﾆ方当りの坑内夫賃銀の半分にすぎなかった。したがって、鉱夫は、係員
の提示する請負賃銀率を拒否できなかったからであノる。そして、請負賃銀率決
定の基礎となるべき切羽状態という客観的条件は、係員と鉱夫とによってそれ
ぞれ主観的に判断されぎるをえず、そこから両者の絶えざる軋蝶が生じたので
　　（6）
ある。
　（2）下級職員のプレミアム制度。下級職員の収入は、固定俸給と各種のプレミ
アムとからなっていた。ル・一一・ル炭鉱業における下級職員のプレミア．ムの基本形
　　　　　　　　　　　（7）態は、次の四つであった。
　（a）出炭プレミアム（F6rderpramien）。区域ごとに毎日具体的に設定される
　　出炭ノルマ（Soll）を基準にし、それを上回った場合に支給きれる。
　（b）原価プレミアム（Selbstkostenpramien）。設定きれた標準原価を下回った
　』場合に支給される。
　（c）能率プレミアム（Effekt－oder　Leistungspramien）。先山の採炭能：率が、
　　設定きれた標準能率よりも高い場合、担当の下級職員に支給きれる。
（3）　L．　Pieper，　oP．　cit．，　S．　5s．
（4）　H．　Mlinz，　oP．　cit．，　S．　61．
（5）ルール鉱夫の賃銀および「その地方で一般的な日雇労働者賃銀」は四半期ごとに、
　Reichsαrbeitsblatt　lcas載されている。
（6）「ある古くからの区域係員」の「旧組合」への投書によれば、経営指導部は、下級
　職員と鉱夫とが友好的になることを阻止しようとしており、鉱夫に友好的な係員を補
　助係員に格下げしたり、はては解雇すると脅迫していた（”Das　Verhaltnis　der　Un一’
　terbeamten　zu　den　Arbeitern“，　Bergarbeiter2eitung　vom　7．　Januar　190s．）．
　これは、資本家が、鉱夫に友好的な係員が請負賃銀率を高く決定することを惧れていた
　ことを示していると思われる。
（7）　Fritz　WieBner，　Das　Wesen　der　Prk’mienlohnsysteme　in　dem　niederrhein．＝
　a’estPhtilischen　Bergbaubetriebe，　lnaug．　Diss．，　Heidelberg“　1911，　S．　・41－s2．
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　（d｝「保証」プレミアム（”Garantierte“Pramien＞。これは、鉱夫の苦情が少
　　なく、また鉱夫の移動が少ない場合、担当の下級職員に支給される。
　以上四つのプレミアムの基本形態は、単独で、またはいくつか組合わせて適用
されていた。プレミアムの額はきわめて高く、固定俸給額と同額に達する場合さ
　　　　　えあった。このことは、下級職員の生活がプレミアム額の多少によって大きく
左右きれることを意味していた。生活確保のために、下級職員は、鉱夫を激し
い労働に駆りたてぎるをえないであろう。たしかに、「保証」プレミアムは、
下級職員と鉱夫との良好な関係づくりを目ざしたものであったが、すべての炭
鉱で実施されていたのではなく、また他のプレミアムとの額の多少を考慮すれ
ば、プレミアム制度金体がもたらす両者の険悪な関係を改善しうるものではな
かった。ルール炭鉱業における下級職員のプレミアム制度は、1880年頃に一般
　　　　　　　ゆ的に実施された。したがって、1889年ストライキおよび1905年ストライキの原
因の一つとして、このプレミアム制度を指摘しても、不当ではないであろう。
　　β．　「炭鉱技術職員協会連合」
　労務管理における下級職員の重要性を考えるならば、資本家が彼らを組織し
ようと試みるであろうということは、容易に想像される。事実、そうした組織
は、古くから存在したのである。
　ル■一・・ル地方の各地区ごとに設立された「炭鉱技術職員協会」　（Verein　tech・
　　　　　　　　　　ロのnischer　Grubenbeamten）は、上は資本家から下は補助係員までのすべての
職員を組織範囲としていた。もっとも古い歴史を誇る「協会」は、「ドルトムン
ト炭鉱技術職員協会」である。精確な設立年次は定かでないが、1860年頃と言
われている。ついでボッフム（1876年）、オーバーハウゼン（1876年？）、エッ
セン（1878年）、ヘルネ（1884年）　eこ、それぞれ「炭鉱技術職員協会」結成がさ
れた。そして、1885年12月、上記五つの「協会」が連合して、「炭鉱技術職員
（s）　lbid．，　S．　71．
（9）　lbid．，　S．　54．
（10）ここでは，，technisch“を「技術的」と訳したが、精確に言えば、それは、事務系
　統（kaufmgnnisch）と区別された生産現場系統という意味である。
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「炭鉱技術職員協会連合」加盟協会の会員数 （．第14表）
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出典．H．　Spethmann，1）er　Verband　technischer　Cr4benbeamten，　S．198－201．
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協会連合」（Verband　der　Vereille　technischer　Grubenbeamten）を結成した。
その後も各地区に「協会」が結成され、それらはすべて、結成と同時に、「連
合」に加盟した。「協会」および「連合」の数的発展は、第14表に示されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）「連合」の組織率は、1907年頃で、組織範囲職員の約60パーセントであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　「連合」の主要な活動領域は、次の二つであった。一つは、職員の社会保険
制度の確立である。労働者は、クナップシャフトへの加入が義務づけられてい
た。しかし職員は、加入が義務づけられていず、また、たとえ自由意志で加入
しても、その給付が少なかった。そのため「連合」は、1891年、自力で職員寡
婦孤児金庫および職員年金金庫を設立した。しかし、これらの金庫の運営は、
満足のいくものではなかった。結局、資本家の助力によって、1906年、クナッ
プ。シャフト規約が改正され、それによって職員の社会保険制度が確立されるこ
とになった。「連合」のいま一つの活動は、鉱山警察条例改正への協力であっ
た。
　「連合」は、資本家も含む職員組織であった。したがって、「連合」が1889年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユヨラストライキや1905年ストライキに敵対したことは、余りにも当然のことであっ
た。
　　7．　「係員組合」の性格と活動
　「炭鉱技術職員協会連合」は、職員の社会保険制度の確立に努力したとはい
え、職員の労働条件にかかわる問題には手を触れなかった。1907年に結成され
た「係員組合」は、それに対し、下級職員の労働条件の維持改善を目的とする
下級職員自身の組織であった。それ故、「係員組合」は、「連合」のあり方を否
（11）　Werner　Viebig，　Festschrift　2asr　Feier　des　25－ia”lerigen　Bestehens　des
　Verbandes　der　Tt”ereine　technischer　Grubenbeamten　im　Oberbergaintsbe2irle
　1）ortmtsnd－Z885一エ9－Zエ，　Gelsenkirchen　1911，　S．96－7．
（12）　lbid．，　S．　Io4－121．　；　Hans　Spethmann，　Der　Verband　technischer　Gruben－
　beamten　1886－1936．　Eine　Festschrift　za　seinem　fi｛’nfzigl’i－hrigen　Bestehen，
　Gelsenkirchen　1936，　S．　55－75．
（13）　H．　Spethmann，　Der　Verband，　S．　76－82．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工4）定するものとして結成されたのである。
　「係員組合」の基本的要求と主張とは、1907年7月に「係員組合」幹事会1名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）によって発表された「呼びかけ」のなかで明らかにされている。
「（1）なによりもまず，公正な待遇の獲得（これは，下級職員のプレミアム制度の廃止を指
　　している一引用者）。
　②職員年金および職員遣族年金保険の改善。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　㈲職員の義務および資格に関するプロイセン鉱業法の当該条項の改正。その際、現行の
　　各邦ごとの鉱業法を廃止し、全国鉱業法を制定する。
　（4）鉱業裁判所の権限範囲の拡大。年収5，000マルク以下の職員の俸給要求についても決
　　定できるようにする。
　（5）今日すでに存在している労働者委員会と同様の職員委員会（Beamtenausschtisse）
　　の設置。それによって、各炭鉱の小さな弊害がもっとも容易に除去きれうる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）　〈6）将来設立さるべき労働会議所（Arbeitskammer）への代表派遣。
　（7）職業問題における無料相談と権利擁護。
　（8）官庁・議会および世論に対する下級職員の利益の代表。」
　労働力統轄の中核たるべき下級職員が、独自組織を結成し、プレミアム制度
の廃止・鉱業法改正・職員委員会の設置を要求したことは、従来の労務管理の
根本的解体を招く誉れがあっただけに、資本家は激怒した。資本家による「係
（14）「係員組合」組合長ヴェルナー（Georg　Werner＞は、もともとは「オーバーハゥ
　ゼン炭鉱技術職員協会」の会員であった。同「協会」はヴェルナーが「係員組合」結
　成に向けて活動を開始するやいなや、彼に激しい非難をあびせた。（Hans　Spethma－
　nn，　Fimfzig　Jahre　Verein　technischer　Grubenbeamten　Oberhausen　lsss－
　1935　Gelsenkirchen　1935，　S．　26－7．）
（15）「呼びかけ」全文は、”Verband　der　Steiger　im　Ruhrbezirk“，1）er　Berglenappe
　vom－Z3．ノ諺”エ907．
（16）プロイセン鉱業法第73条・第74条および第75条によれば、鉱山宮吏が中級・下級職
　員の資格を審査・点検することになっていた。この条項はしばしば悪用され、資本家
　に反抗的な中級。下級職員を解雇するために用いられた。（Georg　Werner，。Die
　Grubensteiger　und　die　g　73，　74　und　75　des　Allgemeinen　PreuBischen　Bergge－
　setzes“，　Soziale　Praxis　vom　3．　Oktober　1907，　Sp．　1－5．）
（17）労働会議所設立問題（結局、労働会議所は設立されなかった）については、Karl
　E．　Born，　Staat　und　So2ialPolitife　seit　Bismarcks　Sturz，　Wiesbaden　lgs7，
　S．225－233．邦訳『ビスマルク後の国家と社会政策』鎌田武治訳（法政大学出版局、
　1973年）325－337頁を参照・ただし・邦訳書は・全体として・誤訳または不適切な訳
　が目につき（とりわけ前半の部分）、早急な改訳が望まれる。
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員組合」への圧迫は、苛烈であった。結成軒数ケ月にして、早くも8名の組合
　　　　　　　（18）員が解雇された。「係員組合」組合長ヴェルナーの抗議に対し、「ルール鉱業協
　　　　　　　　　　　　　ロの会」は、次のように答えた。
　「これまでの議論および声明から判断すると、貴下に指導されている「係員組合」は、
　係員の真の利益を代表するのにまったく不適当だと思われます。提出された要求の一部
　が正当なものであることは認めます。すなわち、十分かつ保証された年金および係員資
　格剥奪方式の変更についてです。しかし、それらの要求は、すでに存在しかつ大多数の
　係員が加入しているところの炭鉱職員利益代表によって、すなわち「炭鉱技術職員協会
　連合」によって、炭鉱経営指導部の同意のもとに、十分に代弁されています。……私達
　は、貴下に賛同する者は、職員の地位を勤めるのにまったく不適当である、と考えてお
　ります。」
　この回答は、「係員組合」組合員を解雇するという資本家の決意を表明して
いた。回答を受け取った後、組合長ヴェルナーは、次に、プロイセン商工相デ
ルブリュック（Klemens　DelbrUck）に面会した。商工相は・プロイセン鉱業
法第73条、第74条、第75条の改正を約束したものの、「係員組合」のその他の
要求については、「炭鉱主と炭鉱職員との契約関係に介入する立場にない」と
　　　　　　　　　　　（2Q）して、介入を拒否した。
「係員組合」組合数員　　（第15表）
年 地 劇齢購
1907年7月項
1908年8月項
1909年1月1日
　　　7月1日
1911年初頭
1912年初　頭
ルール地方
ルール地方
全　　　国
全　　　国
全国（？）
全国（？）
700人強（1）
1500人　（2）
1330人　（3）
1128人　（4）
1600人　（5）
200人　（6）
註（1）So2iale　Praxis　v．8．　Au8・．
　　1907，　Sp．　1198．
（2）lbid． v．　24．　SePt．
1908，　Sp．　1372．
（3）lbid． V．　21．　Ofet．
1909，　Sp．　65．
（4）lbid．
（s）Quellensammlung，　Bd．　1，
　S．　298．
〈6）ibid．
（ls）　．Zur　Bewegung　der　Grubensteiger“，　DerBergknaPPe　vom　26．　Oletober　1907．
（lg）　，，Die　Bewegung　der　Grubensteiger　und　der　Verein　flir　die　bergbaulichen
　Interessen　i1皿Ruhrbezirk‘‘，　Soziale　Praxis　vo〃z．ZO．　Oktober－Z907，　Sp．43．
（20）　，Pie　Grubensteiger　beim　preuBishen　Hande！sminister“，　Soziale　Praxis
　vom　31．　Oktober　1907，　Sp．　133．
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　第一次大戦前において、「係員組合」の要求のうち、プロイセン鉱業法第73
条、第74条および第75条の改正のみが、1909年に実現された。その他の要求
は、実現されなかった。
　「係員組合」の数的発展は、第15表の如くである。1911年に組合員数が激減し
ているが、それには、次のような理由があった。1911年秋、「ルール炭鉱連盟」
（後述）は、エッセン警察に賄賂を贈り、「係員組合」機関紙定期購読者リスト
を入手した。そして、それを、各炭鉱経営指導部に送付した。各炭鉱経営指導
部は、リストに記載されている係員に対し、「係員組合」からの脱退を強要し
た。その結果、脱退者数は、450人から500人にのぼった。経営指導部はさら
に、「係員組合」に加入すれば喰直する旨を告示し、係員全員から、「係員組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）合」に加入しないという誓約書をとったのである。
　「係員組合」は、下級職員のプレミアム制度の廃止を要求し、さらに炭鉱資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　本家と鉱夫組合との労働協約締結を支侍していた。したがって、当初から鉱夫
組合に親近感をもっていた。最初は「キリスト教鉱夫組合」と友好的であった
が、やがて、「旧組合」に接近し、「キリスト教鉱夫組合」から激しく非難され
　（23）
た。
　「係員組合」は、解雇を蛭子とする資本家の激しい攻撃の前に、組織を切り
崩された。しかし、従来の労務管理に公然と反対する「係員組合」が、たちま
ちのうちにユ，000人を越える下級職員を組織しえたことの意義は、きわめて大
きいものであった。資本による労働力統轄の実体的担い手たるべき下級職員
が、資本の利害とは異なる独自的要求を掲げたのである。それは、資本による
経営内専制支配を脅かすに足る事実であった。さしあたり、資本家は、「係員
（21）Klaus　Sau1，　Staat，1ndustrie，　Arbeiterbewegung　im　Kaiserreich．　ZUIt
　lnnen．und、AuβenPolitife　des　Wilhelminischenエ）eutschlandエ903－1914，
　Dttsseldorf　1974，　S．79．
（22）Georg　Werner，。Tarifvertrtige　im　Ruhrkohlenbergbau“，Der　BergfenapPe
　　vom　17．　Augustエ907．
（23）Vgl．”An　die　Adresse　des　Deutschen　Steigerverbandes‘‘，　Der　Bergknappe
　　vom　1．ノ厩ゴ1911．
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組合」の強権的切り崩しに成功した。しかし、そのことは、資本家が下級職員
を十分に把握しえたことを意味するものではない。ひとたび資本の権力が動揺
するならば、下級職員は再度その独自的利害を主張するであろう。それ故、わ
れわれは、1914年一1923年の「危機の10年」における下級職員の動きを注目し
なければならない。
C．資本家
　　　　α．「ルール炭鉱連盟」と労働市場
　ルール炭鉱資本家は、1905年ストライキを体験して、労働聞題における資本
家の結束の必要性を痛感した。そして、「ストライキ保険連盟」の再編強化と
して、1908年1月22日、「ルーノレ炭鉱連盟」（Zechenverband）を結成した。
　「ルール炭鉱連盟」結成の具体的動機は、三つあった。すなわち、第一に、
労働組合運動の躍進に対する資本家の防衛の強化、第二に、国家の社会政策の
進展に対する資本家の防衛の強化（労資間の問題は、労資間の個別交渉によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ヰ　て解決1）、第三に、労働市場における弊害の除去、である。「連盟」は、資本
家の主観的意識においては、まったくの防衛組織であった。次のエピソード
が、そのことをよく示している。彼らは最初、「炭鉱防衛連盟」（Z6chenschutz－
verband）という名称を考えたが、煽動家によって「炭鉱汚繊連盟」（Zechen－
schmutzverband）と呼ばれることを危惧し、その名称を用いなかったの
　　（25）
である。
　組織上から雷えば、「ルール炭鉱連盟」は、「ルール鉱業協会」の労働商題対
策機関であった。「ルール鉱業協会」の加盟炭鉱のみが、「ルール炭鉱連盟」へ
の加盟資格を有していた。また、炭鉱から派遣きれた「ルール鉱業協会」理事
（24）　Paul　Osthold，　Die　Geschiclzte　des　Zechenverbandes　1908－1933．　Ein　Bei－
　trag　zur　deutschen　So2ialgeschichte，　Berlin　1934，　S．　42．
（25）　lbid．，　S．　40．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（rs）は、そのまま「ルール炭鉱連盟」の理事になった。
　「ルール炭鉱連盟」の規約第2条は、「連盟」の目的を次のように謳ってい
　　（m）
た。
「連盟は、労働者問題における共通の利益を守るために、ライン＝ヴェストファーレン
鉱業地域の鉱業所およびその付属事業所の緊密な連携の実現を目的とする。
　さらに、連盟は、ストライキに見舞われた加盟事業所に対し、補償を与えることを目
的とする。」
　右の第2項は、ストライキ保険の継続を表明したものであった。したがっ
て、ストライキの粉砕の継続を意図したものであった。
　ストライキ保険の継続の他に、「連盟」は、いま一つの重要な課題を有して
いた。それは、労働市場の統制である。その点を理解するためには、まずはじ
めに、ルール炭鉱業の労働市場の特質が明らかにされなければならない。
　すでに述べたように、19世紀申葉以降のルール炭鉱業の急速な発展は、ルー
ル地方およびその周辺からだけでなく、東部ドイツや外国から多数の労働者を
呼び寄せた。こうした労働力供給地域の広範囲化とならんで、鉱夫（ウ頻繁な職
場移動が、労働市場の特質をなしていた。ルール鉱夫の移動率を示すために、
第16表を掲げておこう。
　鉱夫の頻繁な移動は、資本にとって決して好ましいものではなかった。第一
に、それは、一つの炭鉱における鉱夫の勤続年数を低下させ、それにともなっ
て、企業忠誠心を低下きせる。第二に、炭鉱業の場合、各炭鉱ごとに作業の自
然的条件・経営的条件がかなり異なっているが、頻繁な移動は、作業の自然的
条件・経営的条件に習熟しない鉱夫を増大させ、それにともなって労働能率を
（26）1bid．，　S．42－3．「ルール炭鉱連盟」の正式名称は、。Zechenverband“であり、
　文字通りに訳せば、「炭鉱連盟」という非常に漠とした名称になる。しかし、その組
　織範囲は、本文で述べたように、「ルール鉱業協会」加盟炭鉱に限定されている。し
　たがって、本稿では、ルール炭鉱資本家の組織であることを明確にするため、「ルー
　ル炭鉱連盟」と訳した。
（27）規約全文は、，，Ein　Geheimbund　von　Terroristen　1　“，Bergarbeiterzeitung
　vom　23．　Mai　1908．
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ボッフム・クナップシャフト管轄区における鉱夫移動　　（第16表）
移　　　動 ．　者 鉱夫100人当り の移動鉱夫数 就　酬 離　　　職 就　　職障職i計
1896 49 40 89
97 182，141 107，884 81，830 59 45 104
98 198，287 117，510 97，403 59 49 108
99 213，256 135，710 108，121 63 51 114
1900 235，256 159，353 121，487 68 52 120
01 253，680 136，301 120，07754 47 101
02 247，707 118，9001 9，880 48 44 92
03 260，341 149，704 125，325 58 48 106
04 275，219 149，664 132，92354 48 102
05 269，699 101，367 92，370 38 34 72
06 286，731 162，699 139，519’　57 49 106
07 309，311 218，951173，093 71 56 127
，08 ・343，325 216，044 198，15363 58 121
09 348，389 179，959178，262 52 51 103
10 351，188 174，640 170，281 50 48 98
11 357，321 220，098 209，43962 59 121
12 376，710 258，956232，130 69 61 130
13 409，271 318，719 282，518 78 69 147
禺典．Quellensammlung，　Bd．1，　S．145．
低下させる。第三に、第二の理由と同じ理由から、事故の可能性を大きくす
る。第四に、事務を煩雑にし、非生産的コストを増大きせる。それ故、資本家
は、当然にも、鉱夫の移動率を下げるべく努力した。
　　　　ロ　　　　　　　　コ　　　　　ロ　　や
　個別経営レヴェルにおいて労動移動を減少させるもっとも有効な手段は、企
業福利施設である。第一次大戦前のドイツにおいては、次のものが企業福利施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）設（Wohlfahrtseinrichtungen　der　Arbeitgeber）と理解されていた。
　（1）社宅
（28）　Adolf　Gtinther　und　Ren6　Pr6v6t，　Die　Wohlfahrtseinrichtungen　der　Arbeit－
　geber　in　Deutschland　und　Frankreich，　Schtiften　des　Vereins　ftir　Sozial－
　politik，　Bd．　CXrV，　Leipzig　1905．に拠る。
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　（2）資金貸付制度（特に住宅建設資金）
　（3）企業内共済金庫
　　（a）労働者年金および遺族年金
　　（b）疾病金庫
　（4）賃銀プレミアム・利潤参加（Gewinnbeteiligung）
　（5）企業内売店
　今日の眼からすれば、賃銀プレミアム・利潤参加が企業福利施設と見なされ
ていることは、不自然である。また、労働者の企業内定着という点から見れ
ば、企業内売店はほとんど無価値である。さらに、他産業においてはきわめて
重要な意義を有していた企業内共済金庫は、ルール炭鉱業にとって大きな意味
をもつことができなかった。というのは、年金金庫・疾病金庫は、クナップシ
ャフトによって企業横断的に組織されていたからである。そしてまた、クナッ
プシャフトによる社会保険を補足するものとしての企業内共済金庫は、すでに
述べたように、蛍働者の罰金を主としており、賃銀からの積立ではなかった。
したがって、ルール炭鉱業における企業内共済金庫は、労働者の企業内定着を
もたらしえなかった。とするならば、残っているものは、住宅資金貸付制度と
社宅のみである。ところが、住宅資金貸付制度は、ルール炭鉱業においては失
敗した。すなわち、住宅建設資金貸付契約はあまりにも労働者を束縛するもの
であったため、資金を借り受けた労働者は、自分の家を建設するのではなく、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（te）投機的転売のために家を建てたのである。結局、ルール炭鉱業において、労働
者の企業内定着のための企業福利施設とは、社宅のことにほかならなかった。
　ルーール炭鉱業の急速な発展にともなって住宅不足が深刻になっていったとい
う事情もあり、大炭鉱は早くから社宅建設に乗り出し、しかもそれを企業福利
（2g）　Ewald　Oberschuir，　Die　Eleranziehung　und　Sesshaftmachung’　von　Bergar．
　beitern　im　Ruhrkohlenbecken．　Kritik　der　bisher　gstreffenen　Massnahm－
　en　und　Vorschlde’ge　2zar　Gewinnung　eines　sesshaften　Arbeiterstammes，　Diss．
　DUsselderf　1910，　S．　75－7．
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ドルトムント上級鉱山監督局区内の大炭鉱の企業副利施設（1874年）（第17表）
鉱
?
区
Osnabrtick
Hamm
Ost1．　bつrtnエund
Westl．　Dortmund
Witten
Sprbckh6vel
Dahlhausen
Boqhum
Recklinghausen
Gelsenkirchen
Essen
Frohnhausen
Oberhausen
Altendorf
Werden
計
大
炭
鉱
数??????????????
???????
1
鉱
夫
数
2，178
1，481
7，339
7，020
2，511
　681
5，497
8，260
3，254
8，925
4，345
9，044
7，881
2，635
　266
????????????? ?? ???、 ?
343
263
1，406
824
347
26
853
449
289
592
371
388
，710
274
64
???　170
　320
　293
　332
　42
　11
　227
1，131
　244
1，156
　792
　468
　357
　72
　37
?????
3－300
　　0
1－206
5　t＝t　610
2　＝＝＝　210
　　0
　　0
3開213
4－322
2－200
3－109
2一一100
3－910
　　0
　　0
?????
? ????
?
費
組
合??? ?
??????入
浴
設
?
101　171，317j　8，199
??? ? ??
22　1　s，6s21　2s　一3，iso　l　33　i　n　1　71　4s
註．大炭鉱とは、年100万ツェントナー以上出炭する炭鉱を指している。
出典．1）ie　Einrichtungen　zum　Besten　der　Arbeiterαuf　den　Bergwerken
　　PreuPens，　lm　Auftrage　seiner　Excellenz　des　Herrn　Ministers　ftir
　　Handel，　Gewerbe　und　6ffentliche　Arbeiten　nach　amtlichen　Quel！en
　　bearbeitet，　Bd．　1，　Berlin　1875，　Anhang　S．　61．
政策の申心としていた。1874年におこなわれたプロイセン政府による調査結果
からも、それは明らかである（第17表参照）。その後も社宅数は、増大してい
った（第18表参照）。そして、結論的に言うならば、社宅は、労働者の企業内
定着手段としての役割を、よく果たしえたのであうた（第19衰参照）。
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ドルトムント上級鉱山監督局区における社宅数　（第18表）ー
1893年 1901年 1907年
社　　宅
　内、』集団社宅
　　　　　その他
　　　　　又貸し社宅
10，525 26，250
18，000
7，130
1，090
52，900
40，390
10，970
1，542
社宅居住者数1｝32，・52人｝…98・人83，240人
出典．L．　Pieper，　op．　cit．，　S．201．；E．　JUngst，　Festschrift，　S．111．
　　　　　　　　社宅と鉱夫移動率との関係　　（19表）
1
炭 鉱
?
Neu－Essen
KOIner　Bergwerks－Verein
Prosper
Concordia
GHH－Bergbau　：　Hugo
　Osterfeld
　Oberhausen　Schacht　I，IL皿
社宅数
509
385
643
222
32
23e
77
一般家賃　　　×100社宅家賃
　12e
　200
　120
　130
　110
　160
140－150
鉱　夫　移　動
高岳響響
49．90／e
58．2
101．9
72．3
｝　78．2
3．00／0
12．e
10．5
5．O
o
1．57
0
　　出典．Que〃ensammlung’，　Bd．2，　S．66．
　ちなみに指摘しておくならば、ルール炭鉱資本家は、ほとんど唯一の企業福
利施設ともいえる社宅を、十二分に活用しようとした。社宅居住者は、しばし
ば・より劣悪轡働とより低い賃銀に甘んじなければならなか・tc・就・よ
り多くの残業や日曜出勤をおこなわなければならなかった。さらに、帝国議会
選挙などに際して、投票に干渉きれることも稀ではなかった。新聞購読も監視
きれた。社宅は、外国語を話す鉱夫を他の鉱夫から隔離するためにも利用きれ
　（30）
た。解雇された場合、社宅居住者は、ただちに社宅を退去しなければならなか
った。安い家賃、広くて清潔な部屋という利点と引き換えに社宅がもたらすご
（30）　L．　Piepert　oP．　cit．，　S．　205．
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うした従属状況のため、鉱夫は、社宅よりも、普通のアパートや下宿を好ん
だ。それにもかかわらず、社宅がつねに満員で社宅増設が叫ばれたのは、普通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）のアパートや下宿が需要に比してあまりに少なすぎたためであった。
　たしかに、社宅は、労働者の企業内定着に成功した。しかし、そのことは、
労働者の企業忠誠心を育成することにも成功したことを意味しているのであろ
社宅居住者と1912年ストライキとの関係　（第20衰）
鉱 ?
? 区障宅居賭1欠勤率
Duisburg 51．60％ 77．01％
Recklinghausen－Ost39．01 65．58
Essen－West 37．33 44．63
Dortmund　H 33．95 79．06
Dortmund皿 30．48 62．56
Recklinghausen．West27．41 61．30
Essen．Ost 25．51 52．06
Gelsenkirchen 25．02 63．61
Bochum－Nord 23．29 56．01
Herne 22．54 66．00
Hamm 20．24 69．32
Oberhausen 19．67 45．57
Dortmund　I 18．78 78．33
Bochum・S廿d 17．91 44．03
Essen．S廿d 11．31 63．43
Witten 8．70 63．75
Wattenscheid 6．20 59．10
Hatt三ngen 4．82 61．07
Werden 0．78 26．23
註（1）社宅居住者の割合は1907年を調査時点としている。
註（2）欠勤率は1912年3月13日目社宅居住者を含む全鉱夫の欠勤率を示している。
註（3）1912年3月13日の欠勤率は、ルール地方全体では61．24％であった。
出典．Ernst　Jtingst，”Der　Ausstand　der　Ruhrbergarbeiter　vom　Mtirz　1912
　　　in　statistischer　Darstellungct，　Gldicfeauf　vom　29．ノ銘記1912，　S．1051．
（31）E．Oberschロir，　op．　cit．，S．66－7．なお、付言しておくならば、ルール炭鉱業
　におけう社宅は、戦前の日本の炭住のような粗末なものではなく、広く清潔で堅固な
　建物であった。それ故、炭住という訳よりも社宅という訳が適当と思われる。
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社宅居住者と1912年ストライキとの関係　（第21表）
炭 鉱 名1社宅駐者欠勤率
社宅居住者が低・申位
ver．　Stilzer　u．　Neuack
Tremonia
?
Cafl　Friedr，　Erbstoll血
Glifckauf　Tiefbau
Wiendahlsbank
Aユstaden
Margarethe
Erin
ver．　Westphalia
Mansfeld
Berginspektion　4（WaltroP）
Carl　Funke
Concordia
BruchstraBe
Pluto
Massener　Tfb．
1（61ner　Bergw．一Verein
Ewald
　　　社宅居住
Courl
PreuBen　1
Neumtihl
Adolf　v．　Hansemann
Mtnister　Achenbach
Deutscher　Kaiser
Schltigel　u．，Eisen
Stein　＆　Hardenberg
PreuBen　2
Monopol
de　Wendel
K6nigsborn
　1．450／0
　1．75
　2．19
　2．68
　4．33
　8．22
　11．14
　11．34
　13．24
　13．23
　13．59
　13．67
　16．86
　18．20
　18，93
　20．91
　24．58
　28．67
者が高
85．03
63．51
62．64
58．90
55．54
55．39
55．39
52．07
49．86
49．50
43．19
37．40
位
14．080／o??????????? ????? ????? ????? ???????????????? ????? ??????
67．46
84．04
83．31
86．06
76．81
78．35
57．70
67．98
85．98
58．55
85．36
91．01
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註（1）社宅居住者の割
　合は1907年を調
　査時点としてい
　　る。
註（2）欠勤率は、1912
　年3月13日の社
　宅居住者を含む
　全鉱夫の欠勤率
　　を示している。
出典．第20表に同じ。
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うか。この点を検討するための素材として、社宅居住者と1912年ストライキと
の関係を示す第20表および第21表を掲げておこう。1912年ストライキは、後に
述べるように、すぐれて労働組合のストライキであった（ただし、「キリスト
教鉱夫組合」は不参加）。したがって、ストライキ参加者数は、労働組合の影
響力を示しているものと考選られる。きて、表から読みとれることは、社宅が
労働組合の影響の遮断と企業忠誠心の育成とに成功しなかったということであ
る。社宅の大半は、一ケ所にまとまって建設きれた集団社宅（Kolonie）であ
った。集団社宅は、そこに居住する鉱夫の生活を均一化させ、そのことによっ
て、鉱夫の問に何らかの形での連帯感を生じきせるであろう。こうした連帯感
と、社宅に対する鉱夫の不信感とが結びつく時、そこに、企業忠誠心の育つこと
はないであろう。ともかく、社宅は、企業忠誠心の育成には失敗したのである。
　社宅は、個別企業レヴェルにおいて移動率を下げようとする手段であった。
しかし、社宅の収容人員には限界があり、最：高時点で、ルール鉱夫の約i／3を収
容できたにとどまった。また、労働力確保をめぐる企業間競争も存在してい．
た。それ故、資本家団体レヴェルにおいても、労働移働対策がおこなわれなけ
ればならなかった。
　資本家団体レヴェルにおける労働移動対策は、1905年ストライキの直後から
開始された。もっとも、それ以前にも、同一の資本家の支配下にある複数の炭
鉱一いわゆる「家族炭鉱」（Familienzechen）一一の間では、移動証明書
（Uberweisungsschein）1白面がおこなわれていた。　A炭鉱から、A炭鉱と「家
族炭鉱」の関係にあるB炭鉱に移動せんとする鉱夫は、A炭鉱から交付され
た移動証明書を、B炭鉱に提示しなければならない。移動証明書には、もしそ
の鉱夫に問題がなければ、「この先山（または、後山等々）の採用に異論ありま
せん」と記されていた。この制度は、好ましくない鉱夫を「家族炭鉱」から締
　　　　　　　　　　　　　（32）め出すことを狙いとしていた。しかし、この制度は、いわば個別経営レヴェル
（32）　，，K6niglicher　Bezirks－Polizeikommissar　Dtisseldorf　an　Regierungspr5sident
　DUsseldorf　vom　15．　Nov，　1905“，　Quellensammlung，　Bd．　1，　S．　277．
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での対策の延長ともいうべきものであった。資本家団体レヴェルでの労働移動
対策は、1905年に始まったのである。
　1905年、「ストライキ保険連盟」は、ルール地方の8地区ごとに、「締め出し
協定」（Sperrabkommen）が地区内の炭鉱間に締結きれるよう指導しはじめ
た。「締め出し協定」は、地区内のすべての加盟炭鉱または個々の加盟炭鉱の
あいだに締結きれる。そして、協定参加炭鉱は、他の協定参加炭鉱を退職した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）鉱夫を、数ケ月間採用してはならないのである。この協定の意図は、明らか
に、地区内の労働移動を阻止しようとすることにあった。
　「締め出し協定」の適用範囲は、各地区ごとに限定されていた。したがって、
それは、鉱夫が別の地区の炭鉱に移動することに対しては、有効でなか〉つた。
1908年に結成きれた「ルール炭鉱連盟」は、その点において、若干の改善を図
ろうとした。「ルール炭鉱連盟」規約第8条第2項は、次のように述べていた。
　「加盟炭鉱は、いずれかの加盟炭鉱において契約違反をおかした労働者（14日前の解約
　告知義務を守らなかった労働者一引用者）を、6ケ月間採用してはならない。経営指
　導部は、採用した後に契約違反の事実を知った時、契約違反後に開始された労働関係が
　3ケ月を越えていない場合、その労働者を解雇しなければならない。」
　この条項を実施するため、「ルール炭鉱連盟」は、ブラック・リスト（Sch－
warze　Liste）を作製した。加盟炭鉱は、定期的に、契約違反者氏名を「連盟」
に通報する。それにもとづいて、「連盟」は、14日ごとに、その氏名をアルフ
ァベット順に整理したブラック・リストを作製し、加盟炭鉱に送付する。ブラ
ック・リストに記載された労働者数は、1908年9月に約5，400人、同年末に約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの3，800人、1909年前半に約2，800人、同年9月に約3，500人であった。ブラック
・リストは、解約告知義務を守らずに突然退職する鉱夫の数を減少させたとい
ってよいであろう。しかし、ブラック・リストに対する鉱夫の怒りは強かっ
た。元の炭鉱に戻るならば、契約違反者に6ケ月間の締め出し条項を適用しな
いとしていたにもがかわらず、契約違反者のわずか1割が元の炭鉱に戻ったに
（33）　P．　Osthold，　oP．　cit．，　S．　34．
（34）　lbid．　，S．　54－5．
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　　　　　　（35）すぎなかった。
　「ルール炭鉱連盟」設立後も、さきに述べた各地区ごとの「締め出し協定」
は存続していた。したがって、いまや、契約違反労働者は、6ケ月間ルール地
方のほとんどの炭鉱から締め出され、解約告知を済ませてた労働者といえど
も、近隣の炭鉱から数ヶ月問締め出されることになったのである。それにもか
かわらず、労働移動率は、減少しなかった（前出第16表参照）。
　そうした情況に直面して、1909年10月、「ルール炭鉱連盟」は、1910年1月
1日から職業紹介所を設立・運営することを決定した。以前から、ルール炭鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ資本家のあいだには、職業紹介所設立の考えが存在していたが、設立を決定さ
せた直接的契機は、帝国内相の助言であった。1909年初、帝国内相ベートマン
・ホルヴェーク（Theobald　von　Beethmann　Hollweg、1909年7月力〉らは帝
国宰相）は、ルール炭鉱資本家シュティンネスに対して、ブラック・リストの
代わりに資本家による職業紹介所設立を薦めた。そして、「ルール炭鉱連盟」
は、シュティンネスの提案にもとづいて、職業紹介所設立を決定したのであ
　（37）
る。
（35）　lbid．，　S．　55．
（36）たとえば、1905年社会政策学会における指導的資本家キルドルフ（Emil　Kirdorff）
　の発言。Verhandlttngen　der　Generalversammlun．cr　in　Mannheimエ905，Schrif・
　ten　des　Vereins　ftir　Sozialpolitik，　Bd．　116，　Leipzig　1906，　S．　288．
（37）K：．Saul，　op．　cit．，S．91．なお、「ルール炭鉱連盟」が職業紹介所を設立したの
　は、労働移動の制限という意図のほかに、次のような事情があった。ルール炭鉱資本
　家は、労働力不足に対処するtめに、1903年から、募集人による鉱夫募集という方式
　を採用しt。主たる募集対象地域は、他の鉱山地帯、とりわけシュレージエン・べ一
　メン、シュタイエルマルク、ハンガリーであった。募集活動にあたったのは、炭鉱職
　員または炭鉱の委託をうけた盤面仲介人（Agent）であった。炭鉱職員が募集人とし
　て派遣された場合、熟練鉱夫を募集してきtが、その数は少なかった。募集仲介人に委
　託した場合、たしかに多くの労働者を募集してきたが、その質ははなはだ問題であっ
　t。すなわち、彼らは、鉱夫経験者を募集してきたのではなく、主として農業労働者
　を詐欺的な形で引き抜いてきたのである。そのtめ、炭鉱資本家は、農業資本家から
　たえず苦情を申し立てられた。また、そうして募集されt労働者は、炭鉱労働に不向
　きな者が少なくなく、さらに、もともと：不潔な生活を強いられていたため、寄生虫
　病、眼病、髄膜炎などの病気をルール地方にもちこんだ。こうした事態を改善するた
　めにも、職業紹介所設立は望まれたのであった。（E．Oberschuir，　op．　cit．，　S．38
89
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　「ルール炭鉱連盟」の職業紹介は、すでにおこなわれていた「ハンブルク鉄
工業連盟」（Verband　der　Eisenindustrie　Hamburgs）によるいわゆるハンブ
ルク方式に倣っていた。職業紹介所は、本部と16の支部とからなる。「連盟」
に加盟している炭鉱に就業を希望する鉱夫は、職業紹介所に申し出る。もし彼
が加盟炭鉱で働いたことがあれば解約証明書（KUndigungsschein）を、もし
そうでなければ何らかの身分証明書を提示する。それによって契約違反者を調
べ、もし契約違反者であれば、2週間職業紹介をおこなわない（以前は契約違反
者の締め出し期間は6ケ月であったが、それが一挙に2週聞へと短縮されてい
る。この短縮がどのような理由によるものか、不明である）。職業紹介所は、
求職者の希望を顧慮して就職先を指定する。もし求職者が、指定された期日に
指定きれた炭鉱に現われない場合、彼に対して職業紹介が2週間停止される。
当然のことであるが、職業紹介所運営費は、すべて「ルール炭鉱連盟」の負担
　　　（舘）
となる。
　「ルール炭鉱連盟」による職業紹介所設立の動きが新聞に報道されるやいな
や、鉱夫組合は、共同して、猛烈な反対運動を開始した。彼らがもっとも怖れ
たことは、移動の自由が奪われるということであった。「ルール炭鉱連盟」は、
求職先の就職先について、「求職者の希望をできるかぎり考慮する」と表明し
ていたが、この表現は、求職者に不利な就職先が指定される可能性を排除して
いなかった。4画面組合は、1909年10月19日、連名でプロイセン商工相ジドゥ
（Reinhold　Sydow）に請願書を提出した。そのなかで、移動の自由が奪われる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　惧れのあることを指摘したのち、次のように要望した。
　「「ルール炭鉱連盟」が労働者の正当な要求に応じない場合、私達の国民経済に最悪の
　結果をもたらす重大な闘争が不可避になります。それ故、経済豆粕のために、閣下が、
　労働者の利益を守るために調停的に介入して下さるよう、請願いたします。同時に、労
　一g．；P．　Osthold，　oP．　cit．，　S．　65．）
（3s）　P．　Osthold，　oP．cit．，　S．　66－8．
（3g）　，，Die　Bergarbeiterverbande　gegen　den　Unternehmerhochmut“，　Ber．crarbeiter－
　2eitung　vom　30．　Ofetober　1909．
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　資同数からなる職業紹介所を設立しようとする私逮の努力を法的にも支持し、さらにま
　た、鉱山業における労働協約の導入を推進して下さるよう、請願いtします。と申しま
　すのは、職業紹介所設立は、頻繁な労働移動の制限を目的としているといわれておりま
　すが、労働移動の主要な原因は、労働協約の実施によって、ほぼ完全に除虫されるから
　であります。」
　労働協約の締結、労資同数からなる職業紹介所の設立という鉱夫組合の要求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）は、「ルール炭鉱連盟」によって一蹴された。しかし、職業紹介二二立聞題は
鉱夫をいたく刺戟しており、ルール地方はゼネストのおこりそうな形勢であっ
　（“）
た。商工相ジドゥは、ゼネストを怖れ、調停に動いた。彼は、一方で、ルール
炭鉱業には「雇主と被傭者との信頼に満ちた協力のための前提」が欠如してい
るため、労働協約および労資同数からなる職業紹介所は「実行不可能」（un－
tunlich）であるとした。しかし、1彼は、他方で、職業紹介所は、求職者の希望
する炭鉱に当該職種の需要がある場合、その炭鉱に職業紹介状を発行する義務
を負うということ、また、職業紹介所は、求職者に対し、彼が同意しない炭鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）を指定してはならないということを、「ルール炭鉱連盟」に確約きせた。
　鉱夫組合は、商工相の調停を承認し、ストライキを回避した。「ルール炭鉱
連盟」は、この譲歩によって、職業紹介所を権力手段として利用することを大
きく制限された。その結果、職業紹介所が面立きれた当初の1910年には移動率
が減少したものの、翌年から再び増大した（前出第16表参照）。
　　　β、黄色組合の育成
　1905年ストライキ後、ルール炭鉱資本家は、上述のような労働市場統制の試
みと並行して、黄色組合の育成にとりかかった。
　第一次大戦前のドイツにおいて、黄色組合（Gelbe）と呼ばれた労働者団体
には、大別して三つのタイプがあった。すなわち、手工業専門組合、愛国心労
（40）　，，Der　Gewaltakt　der　Ruhrgrubenbesitzer“，　Bergarbeiterzeitung　vom　6．
　ATovember　1909
（41）　K．　Saul，　oP．　cit．，　S．　92．
（42）　．Die　Antwort　des　Ministers“，　Bergarbeiter2eitung　vom　4．　Dezember　1909．
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働者団体および会社組合である。
　（1）手工業専門組合（Berufsverband）。このタイフ。の黄色組合は、「社会民主
党」と提携していた「自由労動組合」に対抗して結成され、手工業的部門にお
いて親方と徒弟との協調を旨としていた。代表的なものは、1906年結成の「パ
ン・菓子徒弟同盟」（Bund　der　Backer＝（Konditoren＝）Gesellen　Deutsch・
tands）および1911年結成の「肉屋徒弟同盟」（Deutscher　FleischergeseHen＝＝
Bund）である。いうまでもなく、このタイプの黄色組合は｛ルール炭鉱業に
無縁であった。
　（2）愛国的労働者団体（nationater　Arbeiterverein）。このタイプの黄色組合
は、鉱山業において最初に結成きれた。ルール鉱夫の1889年ストライキは、他
の鉱山地帯にも波及した。そして、その結果成立した「旧組合」は、ルール地
方を基盤としつつも、他地方にも勢力を拡げていった。そうしたなかで、ニー
ダ高シュレージェン地方の鉱山資本家は、「旧組合」と対抗するため、同地方
の各地域に、1891年5月から、「祖国に忠実な鉱夫団体」（Verein　reichstreuer
Bergarbeiter）を結成しはじめた。同様の動きは、ザクセン鉱山地帯にも見ら
れた。しかし、この動きは、さしあたり、ルータ炭鉱資本家にほとんどまった
　　　　　　　　　　ぱのく影響を与えなかった。
　ルール地方において愛国的労働者団体の結成が試みられたのは、1906年であ
る。1903年の帝国議会選挙での「社会民主党」の躍進（1898年選挙56議席一
1903年選挙81議席）と、同じく1903年における中部ドイツの繊維町クリミッチ
ャゥ（Crlmitschau）の繊維工の長期争議とは、重工業資本家とユンカーとに
　　　　　　　　　　　　く　ラ深刻な危機感をいだかせた。その結果、1904年、「国民自由党」右派、「自由保
守党」および「ドイツ保守党」の参加のもとに、「反社会民主主義全国連盟」
（Reichsverband　gegen　die　Sozialdemokratie）が結成された。「全国連盟」
（43）　Heinrich　lmbusch，　Die　Gelben　in　der　deutschen　Arbeiterbewegung，　3．
　Aufl．，　C61n　1912，　S．　11．，　13．，　19－23．
（44）さしあたり・飯田収治「今世紀初頭のドイツにおける使用者連盟運動の展開（二）」
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は、「宗教的・政治的立場の違いを問わず、皇帝と祖国とに忠実なすべての者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）を、社会民主主義の反帝制的・革命的志向に対する闘争に結合させる」（規約
第1条）ことを目的としていた。「全国連盟」のもっとも重要な活動は、愛国
的労働者団体の育成であった。その活動の一環として、「全国連盟」は、ルー
ル鉱夫を組織しようとしたのである。しかし、1906年に始められたこの試み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総）は、後に述べるような理由から、見事に失敗した。
（3）会社組合（Werkverein、炭鉱の場合には、　Zechenwerkverein）。愛国的
労働者団体が地域単位に鳶職されたのに対し、会社組合は、企業単位に形成さ
れた。ルール炭鉱の黄色組合は、このタイプのものであった。
　ドイツにおける会社組合は、1880年代の「工場組合」（Fabrikverein）にそ
　　　　　　　　　　　　　　（47）の起源をたどることができるが、著名な大企業において組織きれ始め、かつ社
会的に注目されるようになったのは、1905年以降である。1905年4月19日、南
ドイツのミュンヘンにおいて、労働協約問題から、「自由労働組合」系の「ド
イツ金属工組合」（Deutscher　Metallarbeiter＝Verband）がストライキに突入
した。ストライキは、同じく南ドイツのアウグスブルクとニュルンベルクに波
及していった。ストライキの長期化と拡大化とに対し、「バイエルン金属工業
家連盟」（Verband　bayerische　Metallindustrieller）は、43工場23，000人に及
ぶロック・アウトで対抗した。この争議の過程で、「ドイツ金属工組合」の勢
力の弱かった「アウグスブルク・ニュルンベルク機械製作会社アウグスブルク
工場」（Maschinenfabrik　Augusburg・Nttrnberg，　Werk　Augusburg）におい
て、会社組合たる「アウグスブルク工場労働者連合」（Arbeiterverein　vom
　大阪市大『人文研究』第27巻第7分冊（1975年）、を参照。
（45）　Dieter　Fricke，　，，Reichsverband　gegen　die　Sozialdemokratie（RgS）　1904－1918“，
　Die　btirgerlichen　Parteien　in　Deutschland．　HaTtdbzach　der　Geschichte
　der　bdirgerlichen　Parteien　und　anderer　btirgerlichen　lnteressenorganisationen
　vom　Vormdrz　bis　2uM　fahreエ945，　Bd．2，　Leipzig　1970，　S．621．
（46）　H．　lmbusch，　Die　Gelben，　S．　24－7．；M．　J．　Koch，　oP．　cit．，　S．　115－6．
（47）　Klaus　Mattheier，　Die　Gelben．　Nationale　Arbeiter　zwischen　Wirtschafts　一
　frieden　und　Streik，　DUsseldorf　1973，　S．　31．
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Werk　Augusburg）が結成された。その組織人員は、1905年10月14日に、1，300
　　　　　　　　　　　　　　　　　がラ人の労働者従業員の約半数に達した。「自由労働組合」機関紙編集長ウムブ
ライトの言葉を借りるならば、「アウグスブルク工場労働者連合」は、「いわゆ
　　　　　　　　　　　　　　くイのる会社組合の時代の幕をあけた」のである。
　とはいえ、・ルール炭鉱業において、ただちに会社組合が結成されたのではな
い。すでに述べたように、「反社会民主主義全国連盟」は、各地に、地域単位
の愛国的労働者団体を育成しようとしていた。そのため、重工業資本の利害を
代表していた「ドイツ工業家中央連盟」（CDI）の内部で、二つの意見が対立
した。一方は、強い政治色をもった愛国的労働者団体の育成を支持した。他方
は、愛国的労働者団体が「ドイツ保守党」の反資本主義的イデオロギーに引き
づられることを託れ、経営内労資協調の手段としての会社組合を育成しようと
した。結局、「ドイツ工業回申央連盟」内で妥協が成立し、100人以上の従業員
を有する企業は会社組合を、それ以下の企業は愛国的労働者団体を育成するこ
とになった。かくして、1910年から「会社組合ブーム」（Werkvereinsboom）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　が始まり、ルール重工業がその先頭に立った。
　1909年以前には、ルール地方にただ一つの会社組合があったのみである。そ
れは、1908年に結成された「クルッフ。鋳鋼所」の会社組合（Nationaler　Arbeit－
er－Verein，　Werk　Krupp）である。そして、「クルップ社1は、1910年、自
己の所有炭鉱であるLangenbrahm炭鉱に会社組合を組織した。それが、ルー
炭鉱における最初の会社組合であった。そして、その後、ルール炭鉱の会社組
合は、飛躍的に発展した（第22表参照）。
　ルール炭鉱における会社組合は、他産業と同様に、会社側からの資金援助を
うけた共済活動を中心としていた。1913年初に存在した93のルール炭鉱会社組
（48）　lbid．，　S．　65－9．
（4g）　Paul　Umbreit，　Der　Stand　der　gelben　Organisationen　in　Deutschland，　Ber－
　lin　1908，　S．　13．
（50）　K．Mattheier，　Die　Gelben，　S．lg8－201，
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ルール炭鉱業の会社組合　　（第22表）
吻合数 組合　員　数 ルール鉱夫に占める@パーセント
1911年11月1日
P912年3月2日
P913年1月1日
P914年3月1日
???? 　131
R，348
P7，360
Q1，241
9．0％
X．5
出典．K．　Mattheier，エ）ie　Gelben，　S．202．
合のうち、埋葬金庫65組合、疾病金庫62組合、非常時援助金庫42組合、軍事教
練補助金庫21組合、となっていた。そのほかになお、若干の組合では、出産補
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）助金庫、特別プレミアム付貯蓄制度、安価な食料の配分制度を有していた。
　ところで、ドイツの会社組合運動には、二つの潮流があった。ベル．リンの電
機会社「ジーメンス社」を中心とする「ベルリン派」』と、エッセンの「クルッ
プ社」を申心とする「エッセン派」とのこ潮流である。いうまでもなく、ルー
ル炭鉱の会社組合は、「エッセン派」に属していた。ルール炭鉱の会社組合の
特質を知るために、「ベルリン派」と「エッセン派」との相違について記して
　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）おこう。相違は2点にわたっていた。
（51）　Klaus　Mattheier，　，，Werkvereine　und　wirtschaftsfriedlich＃nationale　（gelbe）
　Arbeiterbewegung　im　Ruhrgebiet“，　Jifrgen　Reulecke　（Hrsg．），　Arbeiterbewe－
　gung　an　Rhein　und　Ruhr，　Wuppertal　lg74，　S．　191．
（52）以下、この点については、Jbid．，　S．ユ83－5．ただし、K：．　Mattheierは、本稿で
　指摘した2点のほかに、なおもう1点の相違を指摘している。それは、「ベルリン派」
　が資本家と労働者との関係を「パートナーの関係」（efn　partnerschaftliches　Verh－
　tiltnis）と考えていたのに対し、「エッセン派」は「良き父親が自分の子供に接するよ
　うな……古き家父長的関係（der　alte　patriarchalische　Zustand）」を望んでいたと
　いう点である。しかし、これは、彼自身が別の箇所で述べていることと矛盾してい
　る。彼は、次のように述べている。ルール重工業資本家（すなわち「エッセン派」）
　は、「もはや自らを『企業家族の父親』（Vater　der＞Betriebsfamilie＜）　と見なし
　ていず、絶対的所有権を有する支配者（Herrscher　mit　absolutem　Besitzrecht）と
　考えていた。彼らはもはや『一家の父親』（＞Vater　im　Hause＜）ではなく、『一家
　の支配者』（＞Herr　im　Hause＜）であり、そして、そうであり続けるために、あら
　ゆることをなした」（lbid．，　S．174．）。この指摘は正しい。それにもかかわらず、
　彼が、ルール重工業資本家は「良き父親が自分の子供に接するような……古き家父
　長的関係」の復活を図ったと主張していることは、私には理解できない。
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　第一に、「ストライキ権」について、「エッセン派」は「ストライキ権」の放
棄を明記したのに対し、「ベルリン派」は、その放棄の明記を拒否した。しか
し、この点は、たんなる名目上の相違にすぎなかった。「ベルリン派」の申心
たる「ジーメンス社」の会社組合は、ストライキ資金を集めなかったし・また
　　　　　　　　　　　（53）集めようともしなかった。そもそも、黄色組合がストライキ資金を集めるとい
うことは、事の本質からして、ありえないことである。当然のことながら、第
一次大戦前において、ストライキ資金を集めたドイツの黄色組合は、一つとし
　　　　　（馴》てなかった。
　第二に、政治活動について、「エッセン派」は「自励自由党」（ルール重工業
資本家は、同党右派の申出であった）の支援を目ぎしたのに対し、「ベルリン
派」は、政治的申立性を標榜した。そして事実、「ベルリン派」の「ジーメン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ス社」の会社組合は、「社会民主党」党員をも組織していた。両派の実体的相
違は、この点にあった。
　付言しておくならば、ドィッの会社組合は、当初から地域的に相：互に連携し
ていた。全国的連携組織として、1907年秋、ベルリン、ブランデンブルク、ド
レスデン地方の「ベルリン派」会社組合は、「ドイツ黄色被傭者組合同盟」
（Bund　der　gelben　Arbeitnehmerverbande　Deutschlands）を結成した。やが
て「エッセン派」も全国的連携組織の結成に動き、結局、1910年10月、「ベル
リン派」と「エッセン派」との大同団結が成り、「ドイツ会社組合同盟」（Bund
deutscher　Werkvereine）力減湿した。会社組合の本質からして、この全国的
連携組織は、個々の会社組合の内部問題にまったく立ち入らなかった。その任
務は、会社組合運動の対外的代表、会社組合結成の際の協力、統計作成、講演
（53）　Herrnann　Schtifer，　，Pie　，，Gelben　Gewerkschaften“　am　Beispiel　des　Unter－
　　stUtzungsverein　der　Sie皿ens－Werke，　Berlin“，7iertell’ahrschrift　ftir　Sozial－
　　und　rvirtschaftsgeschichte，　Bd．　59　（1972），　Heft　1．，　S．　67．
（54）　Hans－Alexander　Apolant，　Die　wirtschaftsfriedliche　Arbeitnehmerbewe一
．aung　Deutschlands．．VVerden，　Wesen　und　vaollen　der　gelben　Organisationen，
　Berlin　1928，　S．　84．
（55）　H．　Schtifer，　oP．　cit．，　S．　64．
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　　　　　　　　　　（56）講習に限定されていた。しかし、イデオロギー的対立から1914年3月、「ベル
リン派」は「ドイツ会社組合同盟」を脱退し、新たに「ドイツ会社組合カルテ
ル連盟」（Kartellverband　deutscher　Werkvereine）を創立した（組合員数に
ついては、第23表参照）。
　　　　　　　　　　　会社組合全国的速携組織　　（第23表）
｝・9・・剣・9・・年1・9・2倒・9・3剰・9・4年
「ドイツ会社組合同盟」
「ドィッ会社組合カルテル連
盟」（ベルリン派）
51，405人70，000人79，365人116，826人 70，633人
27，170
出典．H．一A．　Apolant，　oP．　cit．，　S．150－1．
　　　γ，　資本家の労働組合観
　ルール炭鉱資本家は、「ルール炭鉱連盟」の結成および会社組合の育成によ
って、労働組合と非妥協的に闘おうとした。しかし、1889年ストライキや1905年
ストライキという大ストライキは、産業平和の維持にとって、資本家のヘル・
イム・ハウゼ的観点が有効でないということを示していた。純粋に功利的に判
断すれば、ルール炭鉱資本家にとって、労働組合の承認；団体交渉は、有用で
あったであろう。
　実は、ルール炭鉱資本家も、そのことを認識していた。ルール炭鉱資本家の
イデオローグとして労働協約問題を総括的に論じた鉱山雪質ヒルゲンシュトッ
ク（Bergassesor，　Hilgenstock）は、労働協約がもたらすであろう利点とし
　　　　　　　　　　　　　　うて、次の5点を指摘している。ω職員にとって時間がかかり、かつ不愉快な請
負賃銀率の決定を簡素化する。②労働者にとって、請負賃銀率決定の際、職員
の恣意を減少させる。（3）有能な労働者は、いままで、高能率で仕事をおこなえ
（56）　K．　Mattheier，　Die　Gelben，　S．　113．
（57）　Hilgenstock，　．Uber　Lohntarife　im　britischen　und　rheinisch＝一westftilischen
　Steinkohlenbergbau　（Fortsetzung）“，　GMckauf　vom　14．　Dezember　1907，　S．
　1677．
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ば翌月に請負賃銀率を切り下げられるという惧れから、能率を抑えてきたが、
労働協約によってその惧れがなくなれば、少なくとも短期的には能率を上げる
であろう。（4）労働移動を減少させる。㈲労働移動の減少にともなって、炭鉱の
保安を向上させる、以上である。しかし、ヒルゲンシュトックは、ルール炭鉱
業における労働協約締結は、ほとんど：不可能であると主張する。それは、技術
的および社会的理由から、そうなのである。技術的理由とは、ルール地方の炭
層が、イギリスに比較して、はるかに不規則であるということ、それ故、長期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C58）的統一的協約賃銀率の決定はきわめて困難であるということである。しかし、
彼のいう技術的困難1は、当時労働組合が反論したように、そしてまた、ヴァイ
マル期に労働協約が締結きれたという事実そのものが物語っているように、決
して克服できないものではなかった。ルール炭鉱資本家が団体交渉＝労働協約
を拒否する真の理由は、いわゆる社会的理由、すなわち、ドイツの鉱夫組合は
団体交渉の当事者としてまったく不：適当であるということであった。
　資本家の労働組合観は、「ルール鉱業協会」理事長クライネ（Eugen　KSeine）
の言葉に、もっとも明瞭に示されている。彼は言う、「旧組合は社会民主党の
創作物（eine　Schδpfung）であり、キリスト教鉱夫組合は中央党の創作物で
ある。それらは、帝国議会選挙に際して大衆を獲得するという、まったく政治
　　　　　　　　　　　　　　（59）　’的な理由から創られたのである」。この考えにしたがえば、労働組合の承認は、
労働組合員を増加させることによって、彼らの政敵たる「社会民主党」や「中
央党」を利することになるであろう。彼らは、政治的階級意識にもとづいて、
労働組合の承認を拒否しつづけたのである。理事長クライネはきらに言う、
「われわれは、社会民主党と闘うようつねに要請されている。しかるにぐプロ
イセン政府は、㌍えずくりかえし・社会民主党を強化している。もはや手工業
（58）Hilgenstock，，，Uber　Lohntarife・…・・（Fortsetzung）‘‘，　Gldicleauアvom－Z4．　Z）ezem－
　ber　1907，　S．　1705ff．
（sg）　，，Besprechung　der　Bergbau－Vereine　fiber　Abtinderung　des　Allgemeinen　Berg－
　gesetzes　arn　6．　Januar　1．　gOg　（Auszug）“，　Quellensammlung，，Bd．　1，　S．　392．
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は、ほとんど社会民主党に抵抗できない。小工業も同様である。今日、われわ
れの周囲の情況は、こうなっているのだ。今日なお社会民主党と対抗している
　　　　　　　　　　　　　　　　（oo）のは、唯一大工業のみである……」。すなわち、ル～ル炭鉱資本家にとって、
労働組合の承認・労働協約の締結は、すぐれて政治問題、とりわけ「社会民主
党」との闘争の問題であった。この熾烈な政治闘争の前に、産業平和という経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）済的利益は顧みられなかったのである。　（未完）
（60）　lbid．，　S．　395．
（61）ルール重工業資本家の労働問題における非妥協性を示すものとして、次のエピソー
　ドを記しておこう。
　　1913年末、「シャープハウゼン銀行」は、他の大銀行と異なって、職員の団結権を尊重
　することを約束した。それを知ったルール地方の代表的石炭一鉄鋼混合企業「グーテ
　ホフヌングスヒュッテ社」は、ただちに「シャフハウゼン銀行」とのあらゆる取引関
　係を破棄した。その理由について、「グーテホフヌングスヒュッテ社」総支配人Paul
　Reuschは、ルール重工業資本家Franz　Hanielに宛てた手紙のなかで、次のように
　述べた。「私は、経済活動をおこなっているあいだ、社会民主党と社会民主主義的労
　働組合とにダメージを与えることに熊つねに最大の努力（die　gr6Bte　MUhe）を払いま
　した。そしてまた、それらと非妥協的に闘うことを疇躇しませんでした。というの
　は、それを私の義務だと考えただけではなく’社会民主党の要求に対する工業のごく
　わずかな譲歩といえども、論理必然的に、測り知れない政治的経済的結果をもたらす
　にちがいないと確信しているからでもあります」（K．Saul，　oカ．　cit．，　S．57．）。
　「自由労働組合」は、したがってまた「旧組合」は「社会民主党」の勢力拡大の一手
　段にすぎないとするルール重工業資本家の見解は、客観的に見れば、誤まっていた。
　19世紀末から20世紀初頭にかけて、「社会民主党」が「自由労働組合」を指憩するの
　ではなく、逆に、「自由労働組合」が「社会民主党」の方針を左右するようなった。
　1906年「社会民主党」マンハイム大会は、まさしく党に対する労働組合の勝利を表示
　していた（この問題については、さしあたり、Hans　一＝　Josef　Steiゴberg，，，Die　Ent－
　wicklung　des　Verhaltnisses　von　Gewerkschaften　und　Sozialdemokratie　bis　zurn
　Ausbruch　des　Ersten　Weltkrieges“，　Heinz　Oskar　Vetter　（Hrsg．），　Vom　Sozia－
　listengeset2　zur　Mitbestimmung．　Zum　100．　Geburtstag　von　Hans　Bbkler，
　K：61n　1975，　S．121－134．を参照）。しかし、ここで確認すべきことは、ルール重工：
　業資本家の見解が誤まっていたということではなく、彼らがそうした見解にもとつい
　て行動したということである。
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